
宅地建物取引業法（抄）（昭和 27 年法律第 176 号） 

（誇大広告等の禁止）  

第 32 条 宅地建物取引業者は、その業務に関して広告をするときは、当該広告に係る宅地又は建

物の所在、規模、形質若しくは現在若しくは将来の利用の制限、環境若しくは交通その他の利便

又は代金、借賃等の対価の額若しくはその支払方法若しくは代金若しくは交換差金に関する金銭

の貸借のあつせんについて、著しく事実に相違する表示をし、又は実際のものよりも著しく優良

であり、若しくは有利であると人を誤認させるような表示をしてはならない。 

 

  

 

 

 

 

 

 

不当景品類及び不当表示防止法（抄）（昭和 37 年法律第 134 号） 

（不当な表示の禁止）  

第５条 事業者は、自己の供給する商品又は役務の取引について、次の各号のいずれかに該当する

表示をしてはならない。  

一・二 （略）  

三 前二号に掲げるもののほか、商品又は役務の取引に関する事項について一般消費者に誤認さ

れるおそれがある表示であつて、不当に顧客を誘引し、一般消費者による自主的かつ合理的な

選択を阻害するおそれがあると認めて内閣総理大臣が指定するもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
不動産の表示に関する公正競争規約（抄）（平成 17 年公正取引委員会告示第 23 号） 

（おとり広告） 

第 21 条 事業者は、次に掲げる広告表示をしてはならない。 

(１) 物件が存在しないため、実際には取引することができない物件に関する表示 

(２) 物件は存在するが、実際には取引の対象となり得ない物件に関する表示 

(３) 物件は存在するが、実際には取引する意思がない物件に関する表示 

宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方（平成 13年 1月 6日国土交通省総動発第 3号） 

第 32 条関係 

１ 「誇大広告等」について 

「誇大広告等」とは、本条において規定されるところであるが、顧客を集めるために売る意思

のない条件の良い物件を広告し、実際は他の物件を販売しようとする、いわゆる「おとり広告」

及び実際には存在しない物件等の「虚偽広告」についても本条の適用があるものとする。 

不動産のおとり広告に関する表示（昭和 55 年公正取引委員会告示第 14 号） 

自己の供給する不動産の取引に顧客を誘引する手段として行う次の各号の一に掲げる表示 

一 取引の申出に係る不動産が存在しないため、実際には取引することができない不動産につ

いての表示 

二 取引の申出に係る不動産は存在するが、実際には取引の対象となり得ない不動産について

の表示 

三 取引の申出に係る不動産は存在するが、実際には取引する意思がない不動産についての表

示 

参考 


